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大店法再改正とその影響
加藤義忠
I はじめに
日米構造協議の中間報告にそって，流通規制緩和の第1段階として1990年
5月30日より大規模小売店舗法（正式名称，大規模小売店舗における小売業
の事業活動の調整に関する法律。略称，大店法）の運用適正化措置（出店調
整処理期間を 1年半以内に短縮することを軸に， 340市町村程度とみられて
いた特定市町村いわゆる出店抑制地域の事実上の廃止などの出店調整手続き
の適正化，輸入品専売場にかんする特例措置等々がもりこまれたもの）が実
施に移された。しかも，この中間報告によれば，大店法の運用適正化措置の
効果を見定めながら，第2段階の流通規制緩和措置として次期通常国会で大
店法を再改正し，出店調整期間を 1年以内にいっそう短縮するといったよう
なことが予定されていた。なお，この再改正に連動して，経営の悪化が予想
される中小小売店にたいする支援策として商業集積法の制定等も検討されて
いた。さらに，その第3段階は，大都市などでは出店調整をおこなわないと
いうふうに大店法を部分的に廃止する等々といったことを含む見直しをおこ
なうという内容のものであった％
いうまでもなく，このような大店法の運用適正化措置によって，大型店の
出店はこれまでよりもしやすくなったから叫 この措置にたいして中小小売
商は一様に反発し，不安をしめした。他方，大規模小売商はこれを歓迎し，
1)より詳しくは，加藤義忠「最近の流通規制緩和の展開」関西大学「商学論集」第
35巻第5号， 1990年12月， 29-31ペー ジをみよ。
2) 「日本経済新聞』 1990年10月17日付， 1991年5月6日付。
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新規出店増等の対応をおこなおうとした3)0 
ともあれ， このような流通規制緩和措置の第 1段階の効果をたしかめつ
っ4), その第2段階の措置として，大店法の再改正作業が同年6月より開始
され，大店法は翌年の1991年 5月24日に改正され， 1992年 1月31日から実施
に移されたわけであるが，以下では研究ノートという形で，大店法の再改正
の大まかな経緯やその特徴的な改正点およびその影響・効果等について記述
しよう。
I 大店法再改正の経緯
(1) 合同会議の答申
大店法再改正について1990年7月に諮問され，審議していた産業構造審議
会流通部会と中小企業政策審議会流通小委員会の合同会議は同年12月21日に
中問答申を出したが，その後，通産省は翌年の春に成立予定の法案づくりに
本格的に着手した。
合同会議の中間答申5)では， 大店法の再改正にあたっての基本的視点とし
て3つのものを提示している。第1に， 「大店法の規制緩和により，小売業
における一層自由な競争条件が整備され，十分な業態展開や地域的展開が図
られることを通じて，消費者の選択の幅の拡大に寄与していくことが重要で
ある。さらに，出店調整処理手続きにおいて，消費者の意見や利益がより一
層反映されるような手続きを確保すぺきである」として，消費者利益への十
分な配慮をあげている。第2に，手続きの迅速性，明確性，透明性の確保で
3)同上紙， 1990年5月30日付。
4) 199眸 10月16日，ボストンで開かれた日米構造協議第1回フォローアップ会合の
最終日に，米側はそれまでの日本側の流通規制緩和措置を評価しつつも，大店法の
再改正に依然強い関心をいただいていることを表明した（同上紙， 1990年10月17日
付）。
5)通商産業省産業政策局流通産業課編「大規模小売店舗法法規集-1992年度ー』通
商産業調査会， 1992年4月， 256-262ペー ジ。
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あり，第3に輸入拡大の国際的要請への配慮である。このような基本的視点
から提示された改正点の骨子は下記のとおりである。 <1>出店調整処理期
間を同年 5月末に実施した運用適正化措置における 1年半から，さらに半年
短縮して 1年以内（法第3条による建物設置者の届出を出店調整手続きの開
始時点とし，地元説明に要する期間は最長4カ月，法第5条による小売業者
の届出以降の調整手続きに要する期間は最長8カ月）とする。そのため，法
にもとづく届出前に実施している出店表明，事前説明は廃止する。また，法
第3条届出以前に運用上追加的な手続きを設けている特定市町村という制度
についても廃止する。地元説明の目的は，出店計画の内容を地元へ周知させ
ることにあり，合意をえることではない。法的位置づけはあいまいではある
けれども，商工会議所・商工会の諮問機関として実質的に調整機能をはたし
てきた商業活動調整協議会いわゆる商調協を事実上廃止し，通産大臣の諮問
機関である大規模小売店舗審議会いわゆる大店審へ調整手続きを一本化す
る。 <2>店舗面積100平方メートルまでの輸入品専門売り場の増設は，調
整手続き不要としていた現行特例措置の範囲を大幅に拡大し，増設のみなら
ず店舗新設も対象にして，適用面積も現行の 100平方メートルという上限を
大幅に引き上げる。 <3>地方公共団体の独自規制のなかで行き過ぎたもの
を抑制する根拠となる法的措置を講ずることが必要である。 <4>通産省が
調整を担当する第 1種大規模小売店舗と都道府県が調整を担当する第2種大
規模小売店舗の種別境界面積を，現行の 1,500平方メートル（東京都および
政令指定都市は3,000平方メートル）からその 2倍程度に引き上げる。 <5>
商業集積を中心とした街づくりを推し進めるさいに，大店法の運用面におい
て，いわゆる街づくりの視点がいっそう配慮されなければならない。 <6>
大店法再改正の 2年後にさらに大店法を見直し，特定地域にたいする規制の
撤廃等の検討をおこなわなければならない。
(2) 商業集積法案等の作成
他方，通産省は大店法再改正による大規模スーパーなどの出店増加で経営
92(756) 第 37巻第 5 号
環境の悪化が予想される中小小売店を支援するため，商業集積法（建設省お
よび自治省と共同で法案作成）の制定を軸に，民間事業者の活力を生かして
特別施設の整備を促進する民活法と中小小売商業振興法の既存2法の改正を
もめざした総合的な施策を打ち出す。これは，中小小売店と大型店の共存共
栄をめざす商業集積施設としての大規模ショッビングセンクーを集客用のイ
ベント施設，周辺道路，公園，駐車場などの公共施設と一体化して整備しよ
うとするものである。商業集積法案によれば，市町村が通産省など 3省の指
針にしたがって整備計画を策定し，都道府県が認定すれば，商業施設の建設
費にたいして産業基盤整備基金の出資，債務保証などが受けられる。民活法
が改正されれば，第 3セククーの運営会社などによる商業周辺施設も同法の
適用対象となり，イベント広場などの周辺施設の整備にたいして，民活補助
金， 日本開発銀行の低利融資，日本電信電話 (NTT) の無利子融資がそれ
ぞれ活用できる。また，新しい商店街づくりや既存の商店街の改装事業など
が，中小小売商業振興法改正により支援の対象となる。税制面でも，商業施
設にたいして特別償却制度が新たに適用される等々 6)0 
(3) 輸入品売り場にかんする特例法案
日米構造協議において米側に公約した輸入促進策をいっそう進展せしめる
ために，通産省は1991年2月12日に，スーパーなどの大型店が輸入品専門売
り場を新増設するさいに出店調整手続きを不要にする優遇措置にかんする特
例法案を決める。その法案の骨子は，第 1に，優遇措置の対象となる輸入品
専門売り場の新増設面積の上限は，第 1種大規模小売店舗，第2種大規模小
売店舗とも 1,000平方メートルとする。第2に，外国を原産地とする物品だ
けを扱う場合に限定し，国内加工品は原則として対象外とする。第3に，特
例対象売り場で届出せずに国産品を扱うなどの違反行為をした業者には，営
業停止や罰金を課す。なお，特例法の適用期限は当分の間としており， 2年
6) 『日本経済新聞』 1990年12月20日付。
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程度の時限立法措置となる模様”。
(4) 大店法再改正法案•関連法案の可決・成立と運用体制の整備
(757)93 
通産省は1991年 2月14日，大店法再改正法案と関連法案（輸入品売り場の
特例法案，商業集積整備法案，民活法改正法案，中小小売商業振興法改正法
案）の 5法案をとりまとめ，翌日の閣議での決定の後，同月18日に国会に提
出する。そして，大店法再改正法案と関連4法案が1991年 5月 8日，参議院
で可決・成立する。
これをうけ，通産省は法の運用体制の整備に着手する。大店審の出店審査
能力を強化するため，大店審審査指導部会において全国統一の審査指針（地
域の人口，購買力，大型店の過密程度，中小小売店への影響が柱となってい
る。なお，大店審地方部会—現在16の地方部会を増やし，少なくとも各都
道府県に 1つ設置ーーはこの指針に地域の特性を加味して出店審査にあた
る。さらに，大型店が地域の街づくりに貢献するように，出店場所の規制も
もりこむ）をまとめたほか，自治体の独自規制の撤廃も勧告していく方針を
打ち出した8)。
II 再改正大店法の特質とその影響・効果
1. 再改正大店法の特質
日本の大規模小売商や財界はいうまでもなく米国によっても高く評価され
た再改正大店法は， 1992年 1月31日から施行された。その再改正法の内容と
運用面でのポイントは次のとおりである9)。
(1) 大店法の条文上の再改定のポイント
① 種別境界面積の引き上げ（第 3条関係）
7)同上紙 1991年2月13日付。
8)同上紙 1991年5月9日付。
9)通商産業省産業政策局流通産業課編．前掲書を参照。
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第 1種大規模小売店舗と第2種大規模小売店舗の境界面積いわゆる種別境
界面積が現行の 2倍に引き上げられ， 3,000平方メートル（東京都および政
令指定都市においては 6,000平方メートル）となる。これは都道府県の扱う
第 2種大規模小売店舗の調整案件が増え，形式的には都道府県の権限の拡大
を意味する。しかし，手にあまる出店調整を担当させられることになるかも
しれないので，実質的にはそうとばかりはいえない面をもっている 10)。
③ 大店審への出店調整の一本化（第 7条関係）
これまで実質的に出店調整にあたってきた商調協が廃止され，出店調整を
中央集権化するために大店審ヘ一本化された。これが大店法再改正の眼目の
1つであるのはまちがいないが，各方面から指摘されているように，これま
でほとんど実質的に調整機能をはたしてこなかった大店審が，短期日でかつ
公正に調整しうるかどうかが問われている11)。
③ 地方自治体の独自規制の「適正化」要請（第15条の 5関係）
地方自治体が独自規制をおこなうさいには，大店法の趣旨を尊重しておこ
なえと条文で明記し， プレッシャーをかけている。「今般の大店法改正にお
いては，地方公共団体が小売業の事業活動の調整に関し必要な施策を講じる
場合においては大店法の趣旨を尊重して行うものとする旨の規定を新たに設
け，各地域の実情を勘案してもなお行き過ぎた独自規制と認められるものに
ついて， その見直しを図るという趣旨を法律上も明らかにしたところであ
10)本間重紀氏は，この点について「大規模小売店舗審議会の調整能力では対応でき
ないので，相対的に大きくない大規模小売店舗の調整を地方自治体にいわば押しつ
ける形であり，必ずしも単純に地方自治の拡大とみることはできない」（「大店法緩
和と地域への影響」「流通動向」第1巻第8号， 1992年2月， 10ペ＿ジ）と記され
ている。
11)本間重紀，同上論文， 11-12ページ，樋口兼次「大店法関連5法案を斬る」『専
門店」 1991年3月号， 9ペー ジ， 坂本秀夫「大店法の規制緩和と商店街の再構築
化」富士短期大学経営研究所「フジ・ビジネス。レビュー』第2号， 1991年9月，
67ぺ＿ジ，石原武政「大店法規制緩和後の商業集積」流通政策研究所「流通政策」
第46号， 1991年12月， 4ページ，小濱岱治編「大店法の改正と中小店生残り戦略」
ぎょうせい， 1991年4月， 18-19ペー ジ。
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る。小売店舗の出店等に係る調整については，その規模の大小を問わず，本
来，公的規制は必要最小限にとどめるべきであること，また，大店法に基づ
く調整が予定されていること等に鑑みれば，地方公共団体が独自の調整手続
きを設ける場合であっても，大店法の趣旨を尊重し，小売店舗の適正な出店
等が阻害されることのない」ようにすべきである12)0
このような地方自治体の独自規制にプレッシャーをかけておこうとするも
う1つのねらいは， 2年後の大店法の部分的ないし全面的廃止をふくむ見直
し後に予想される大型店の出店にたいする地方自治体の条例等による規制継
続ないし強化を牽制しておこうとする点にある。ちなみに，大店法再改正法
案の草案段階では，地方自治体独自の規制や調整を違法とみなす地方自治否
定の条項がもりこまれていたといわれている13)0
④ 2年以内の見直し（附則第2条関係）
施行日から 2年以内に実施状況を検討し，必要な措置を講じると規定され
ているが，これは具体的には大都市部での適用除外を含めた大店法の部分的
廃止ないし大店法そのものを撤廃する全面的廃止を意図するものといってよ
い。
(2) 再改正大店法の運用面でのポイント
① 出店調整期間を 1年以内に短縮する（図 1をみよ）。
③ 建物設置者の 3条届出の日が出店調整期間の起算日となる。
⑧ 従来運用面で実施していた出店表明，事前説明を廃止する。さらに，
通産省の規制緩和通達で骨抜きにされ，形のみ残っていたいわゆる出店抑制
地域（特定地域）も廃止。
④ 3条届出後に，最長4カ月の地元説明を導入する。
12)通商産業省産業政策局流通産業課編，前掲書， 10-11ペー ジ。
13)なお，経団連は1991年5月14日， 日米構造協議にかんするフォローアップ報告書
作成を20日にひかえ，財界の立場から意見書をまとめた。そのなかで， 日米構造協
議にもとづく大店法再改正については高い評価をあたえているが，地方自治体によ
る独自規制についてはその廃止を政府にせまり，地方自治体の権限の制限を要求し
ている。
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（出所）通商産業省産業政策局流通産業課編『大規模小売店舗法法規集一
1992年度ー 」通商産業調査会， 1992年4月， 263ペー ジ。
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大店審の審査体制の強化。
再改正大店法施行後の出店審査体制（店舗面積3,000平方メートル以上の第
1種大規模小売店舗を対象）の骨格は下記のとおりである14)。全国9カ所
（北海道，東北，関東，中部，近畿，中国，四国，九州，沖縄）に大店審（委
員は10人程度）の審議部会を新設し，出店審査の決定機関とする。また，地
元の意見を集約するための審査会 (5~9人の学識経験者で構成）を，審議
部会の下部組織として各都道府県に最低 1つ，全国50カ所以上置く。
に，最長1年としている出店調整の段取りが決められる。 <1>出店予定者
が地元の中小小売店に，法第3条届出の日から最長4カ月かけて地元説明を
実施， <2>審査会は小売業者の届出が受理されてから，最長1カ月半以内
に地元の意見を聴取（周辺の消費者，小売業者，学識経験者，各3~5人の
者から意見を聴取）， <3>そこで意見がまとまらない場合は， 地元の商工
会議所や商工会が最長4カ月以内に意見を集約（そのさいにも，審査会に出
席した委員の出席を義務づける。意見がまとまらない場合には，複数の意見
を大店審審査会にそのまま報告）， く4>その後， 最長2カ月半以内に審査
??
さら
14)通商産業省産業政策局流通産業課編，前掲書， 187-193ペー ジ。
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会で審議され，さらに審議部会が開かれ正式決定される。なお，審議部会で
の決定が迅速になされるように大店審の審査指標部会で，地元の購買力など
様々な指標をもとにした審査要領も作成された15)。
なお，大阪府は 1月31日の再改正大店法施行にあわせ，府の大店審（第2
種大規模小売店舗の出店を審議・調整，委員 7人）の下部組織として 5つの
地域部会（大阪市，北摂，東大阪，南河内，泉州の 5部会。大店審委員 7人
のうち 5人が各部会長となり，審議案件ごとに 2名の特別委員を商工会議所
などの推薦をえて学識経験者から選び，審議する。そのさい，当該地区の商
業者，消費者，学識経験者各3~5名から意見を聴取する。意見が分かれた
場合は，商工会議所，商工会に意見の集約を求め，最終的に同部会が営業条
件を決める）を設ける。第 1種大規模小売店舗と第2種大規模小売店舗の種
別境界面積が引き上げられたことにともない，都道府県の大店審の担当案件
が増えることを見越し，その審議体制を強化しようというわけである16)0 
(3) 再改正大店法関連法のポイント
① 輸入品売り場にかんする特例法制定により，店舗面積1,000平方メー
トル以下の輸入品（外国を原産地とする物品）売り場の出店が自由化された。
これによって，とくにアメリカ製品の輸入のいっそうの促進をはかろうとす
るわけだが，これは大店法の特例措置であり， 2年後の大店法廃止の先取り
的措置ということができる。しかし，これによってもアメリカの対日輸出増
加にはとてもなりそうにないので，場合によってはアメリカに対日圧力を強
める新たな手がかりを与えることになるかもしれない。
② 新たに作られた商業集積法によれば，市町村が通産省など3省の指針
にしたがって整備計画を策定し，都道府県が認定すれば，商業施設等の建設
費にたいして産業基盤整備基金の出資，債務保証などが受けられる。商業施
設にたいしても，特別償却制度が新たに適用される。さらに，民活法の改正
で，第 3セクターの運営会社などによる商業周辺施設整備等も同法の適用対
15)同上書， 36-59ペー ジ。
16) 「日本経済新聞」 1992年1月30日付。
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象となる。イベント広場などの周辺施設の整備にたいして，民活補助金， 日
本開発銀行の低利融資， 日本電信電話 (NTT) の無利子融資がそれぞれ活
用できる。税制面でも，特別償却を認めている民活法の適用対象に商業周辺
施設整備もくわえられる。また，新商店街づくりや既存商店街の改装事業な
どが，中小小売商業振興法改正によって新たに各種支援措置の対象となる。
商店街の改装事業でも特別償却が認められる等々。
なお付言すれば，通産省，建設省，自治省の 3省は，政府の財政支援対象
となる特定商業集積（大規模ショッビングセンター）の承認基準を固める。
主な内容は下記のとおりである。大型店と共存する高度商業集積型は，ショ
ッビングセンターの店舗総面積が3万平方メートル以上で，中小小売店数が
全店舗数の 3分の 2以上を占め，中小小売店の店舗面積が全体の 4分の 1以
上のものである。中小小売店のみで構成する地域商業活性化型のものは同面
積が6,000メー トル超で， 駐車場など交通面で集客につながる施設を 2つ以
上新増設することが必要である17)0 
いずれにせよ，これら 3法は，従来大手小売資本が自前で整備してきた駐
車場やイベント広場やコミュニティー施設までを，補助金やNTT無利子融
資などの対象にし，しかも税の減免措置まで講じるものであり，主として大
手小売資本に奉仕する新たな公的支援策ということができよう。それだけで
はない。これらは，大手小売資本が核店舗となる大規模ショッビングセンタ
ーの建設をはじめ，これに関連する道路，公園，下水道等の社会資本の整備
を自治体に押しつけるものでもある。その結果，これらは主に大型店の出店
を促進し，共存共栄をはかるという美名の下，同じような構想でスクートし
た商業集積の実情が示しているように，中小小売商の選別・転廃業をいっそ
う促進せしめることになるかもしれない。それにとどまらず，地域住民に負
担と犠牲をしいることにもなろう。
(4) 再改正大店法と関連4法の関係
17)同上紙， 1991年5月24日付。
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再改正大店法と新たに制定された輸入品売り場の特例法は，すでにみたよ
うに大型店規制のいっそうの緩和を目指すものであるといってよい。これに
たいして，改正中小小売商業振興法や新設された商業集積法や改正民活法は
一体となって形式的には，その見返りとしての小売商業の振興をはかろうと
するものであり，いわゆるハイ・アメニティ・マート構想とよばれているも
のである（図2をみよ）。 したがって， これら 5法は形式的には中小小売商
にとって，いわばアメとムチといった両面をもっているといってよい18)0 
しかし，このアメの部分は，上記のように内容的にはあまり期待できそう
にもない。樋口健次氏のように，アメではないといいきることはできないが，
しかし氏はその本質を的確にえぐりだされている。「商業振興策というのは，
既存の商店街などの保護と大型店出店自由化による影響をやわらげようとす
るものでないことが明かである。逆に，都市の既存の商業集積を大規模な開
発へと誘導し，商業都市を開発経済の市場にする狙いがあるとみなければな
らない。規制緩和の見返りとしてのアメではないのである。出店規制を緩和
し，大型店の都市の外縁部への出店を解禁し，それによって地盤沈下する既
存の商業集積地域を大規模開発の『市場」とする，こうした政策のパッケー
ジ」19)が5法である。
2. 再改正大店法の影響・効果
(1) 再改正大店法と消利者利益
再改正大店法により大型店の進出がいっそう容易となるのはいうまでもな
18)本間重紀，前掲論文， 10ペー ジ。
19) 樋口兼次，前掲論文， 10ページ。なお，本間氏はアメの部分のハイ• アメニティ
・マート構想の特徴として，第1に国の商業近代化政策が市町村の基本構想までを
制約するといった上意下達のシステムをもち，第2にそこでの施設が商業施設だけ
でなく，商業基盤施設とよばれるものや公共施設といった，いわば3点セットによ
って計画されているという 2つのものを析出されたうえで，下記のように結論づけ
ておられる。「結局，このハイ・アメニティ・マー ト構想， 特にその目玉たる「高
度集積型」というのは，大型店中心の超巨大商業集積に対して，誠に手厚い支援政
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いが，大型店が出店した場合，大型店 1店舗での品揃えは豊富で，いわゆる
ワン・ストップ・ショッビングというメリットが生まれることもたしかであ
る。しかし，価格が競争上一時的に引き下げられることはあっても，たとえ
ば最近の大手スーパーでは大型店への巨額の設備投資等といったような百貨
店ににかよってきた経営方式からみて，長期的に安く売ることは困難であり，
生鮮食料品をはじめほぼ半数程度の商品において，スーパーのほうが中小小
売店よりも高いという実態が報告されている20)。それだけではなも多数の
大型店の販売額が進出地域の小売販売額の支配的な部分を占め，相互で協調
関係を取り結ぶことが容易になれば，価格が意図的に引き上げられることに
なるかもしれない。事実，そのような傾向が生じることが指摘されている21)。
そのうえ，大型店の進出の影響をうけて中小小売店が転廃業に追い込まれた
場合，その中小小売店の周辺の消費者なかでも高齢者や障害者等の買物が不
便になろう。さらに，大型店の進出による地価上昇，交通渋滞，ゴミ問題，
策を行い，さらには地方自治体まで動員して，道路や下水道などはもちろんのこと，
公園などの公共施設も一体的に整備する，こういう性質のものだということがいえ
るのではないか。したがってこれは， 58年の『8碑三代流通ビジョン」で提起された
コミュニティ・マート構想をさらに超大規模化したものであり，平成元年の『9吟三
代流通ビジョン』で提起されているハイ・マート2000構想と並んで，今後の大型店
主導の，そして上層の商店街を巻き込み，さらには市町村等自治体の公的資金もふ
んだんに引き出す形での，超巨大商業集積づくりという路線の一環になるのではな
いか」（同上論文， 14ペー ジ）。
20)東京都生活文化局価格流通部の定期的な調査（『調査月報」をみよ）によっても
裏付けられているように，大規模小売店が必ずしも安いわけではない。また，菅原
一孝氏も同様のことを書かれている（「それでも中小小売店は生き延びる」「エコノ
ミスト』 1992年3月17日号， 54ペジ）0 ._のことは， 日経産業消費研究所が実施
した「消費者の買物行動と意識調査」にも反映されている。それによれば，消費者
はスーパーの価格が生鮮食料品を中心に高いと感じている（『日本経済新聞」 1991
年8月8日付）。
21) B.W. マリオン「80年代における海外の小売業ーアメリカー」糸園辰雄・中野
安•前田重朗•山中豊国編『転換期の流通経済』 1, 小売業，大月書店， 198吟三2
月， 207-213ペー ジ。
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万引・非行などの教育問題等々の諸問題が付随して発生することも見逃すわ
けにはいくまい22)。ともあれ，大型店の出店を民主的に規制ないし調整し，
中小小売商の営業を保証するのみならず社会的弱者の買物にも配慮し，文化
的で経済的にもバランスのとれた街づくりを進めうるような社会的な状況を
構築することは，究極的には真の消費者利益にもむすびつくはずである。
(2) 大型店出店の容易化
上記のように，大店法の再改正によって一般に大型店の出店がいっそうや
りやすくなったのはまちがいない。ただし，当面は再改正法施行前に出店申
請がほぼでつくし，景気減速下で消費も伸び悩んでいるのにくわえ，出店コ
ストの上昇，資金の調達難等もあるので，ただちに出店が加速化されるもの
とも思われない。大型店のなかには，出店計画を白紙に戻したり，計画変更
をおこなうところもでている23)。しかし，一般に出店がしやすくなったので，
これを機に小売業界の再編成が加速化されることとなろう。たとえば，業態
をとわず，大手小売商の既存店のスクラップ・アンド・ビルドを包含した大
22) 「我が国の流通業の構造変化と効率化への課題」日本開発銀行『調査」第158号，
1992年3月， 70ベー ジ， 日専連街づくり法研究会「『街づくり法」の理念と方法」
『専門店」 1991年8月号， 11-12ペー ジ。
23)菅原一孝，前掲論文， 52-53ペー ジ， 「我が国の流通業の構造変化と効率化への
課題」 60-64ページ，杉岡碩夫「『無法』状態で激化する企業間競争」『エコノミス
ト』1992年3月17日号， 48ペー ジ，『日本経済新聞』1992年1月28日付。「出店件数に
ついても大手が，立地に恵まれた優良物件に出店対象を絞り込む可能性が高まり，
このため出店表明件数は当初予想されたよりもかなり少なくなる」（同上紙， 1991 
年5月9日付）。しかも， 大店法再改正は， 大規模小売商にとって新規出店がいっ
そうやりやすくなったというだけではなく，出店調整期限が事前に明確になるとい
うメリットをもたらすことにもなろう。いままでは他社への対抗上，同一地域でい
わゆる当て馬的な出店表明も少なくなかったからである（同上）。ちなみに，石原
氏は出店計画の取り下げの理由として， 3つのものをあげられている。第1は，い
わゆるバプルの崩壊による資金計画のくるいであり，第2は立地選定の基準がきび
しくなったことであり，第3は店舗コンセプトの明確化がいっそう重要になってき
たことである（「出店ラッシュとならなかった大店法緩和」『エコノミスト』 1992年
7月6日号， 39ペー ジ）。
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店舗中心の出店競争が再燃するだけでなく，合併や提携が活発化し，業界再
編成へと発展しよう 24)。
このように大店法の改正によって，大型店の出店がいっそう容易になった
ことはたしかだが，資本の論理で動く大規模小売商の大型店が地域で実際に
一定の役割をはたしていても，利潤が減少し，他の地域でより多くの利潤が
期待できるとすれば，簡単に撤退し，地域経済に打撃をあたえることになる
場合もありうるという点を見過ごすことはできない25)0 
(3) 中小小売商の経営難の進展
商店街の衰退が続くなかで，大店法が再改正され，大型店の出店がいっそ
う容易化すれば，その影響を最も強く受けることが予想されるのは中小小売
商である。大型店の進出によって，売上高が大幅に減少するだけでなく，場
合によっては廃業においこまれる中小小売店が多いことを考えれば，中小小
売店にたいする影響は一般的には，個別的に対応できる範囲を超えるものと
いってよい26)。この結果，近年みられる中小小売商とりわけ零細小売商の商
店数減少傾向がこの面からも促進されることが予想される27)。いずれにせ
ょ，意欲的で革新的な多くの中小小売商は，地域住民の多様な買物（高品質
で低価格の多種類の商品購入）の利便性に奉仕するだけでなく，地域文化の
維持・創出等にも貢献していることを忘れてはならない28)。なお，中小企業
24) 『日本経済料聞』 1990年10月13日付， 1992年1月28日付， 「大店法の規制緩和と
大手スーパーの動向」日本債券信用銀行調査部『調査時報」第111号， 1991年3月，
26ページ，佐藤裕『大店法改正と商店街活性化対策」銀行研修社， 1990年12月，
32ペー ジ。また， この点について， 石原氏は次のようにいわれている。「これから
の大手量販店間の競争は， どれだけ強力な店舗を， どれだけ速やかに展開するか，
あるいは不十分な既存店の業態転換を含めた見直しや撤退をいかに円滑に進めるか
という，いわば速度を含めた競争の形態をとるものと思われる」（「大店法規制緩和
後の商業集積」 7ペー ジ）。
25)樋口兼次「街づくり法はなぜ必要か」『専門店J1992年1月号， 11ペー ジ。
26)小濱岱治編，前掲書， 43ペー ジ。
27)佐藤裕，前掲書， 32ペー ジ。
28)坂本秀夫，前掲論文， 71-72ペー ジ。また， 糸園辰雄「零細小売業の存続」『熊
本商大論集」第38巻第 2• 3号， 1992年3月を参照せよ。
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庁の1991年の商店街実態調査によれば，停滞ないし衰退していると感じてい
る商店街は全国で91.5彩にもなり，前回調査 (1985年）時点の88.9彩より増
えている。また，全体の65.0彩の商店街がこの 5年間に客数が減ったとして
いる。そして，その最大の原因は大型店の出店 (62.8彩）にあり，ついで近
代化の遅れ (45.1彩）となっている。なお，このように最も強い影響をこう
むることが予想される中小小売商にたいする支援策として，既述のように商
集法等， 国や地方自治体は様々な支援策を打ち出さざるをえなくなってい
る。それだけではなく，国と地方自治体と地元企業などの共同出資による第
3セクターとしての街づくり会社の設立の動きも全国に広がっている。しか
し，このような中小企業支援策を主として利用できるのも一部の商店街や小
売店であるという問題が指摘されているのにくわえて，この種の支援策は独
自性に乏しく何も目新しいものはないとか，手続きが面倒で利用しずらいと
いったような批判の声すらだされている29)0 
付記すれば，大阪市は再改正大店法の施行にともなう大型店の出店攻勢に
備え， 1992年度から商店街改装を促進するなどの中小小売商にたいする緊急
支援に乗り出す。さらに，独自の再開発などをねらいとして，商店街活性化
を推し進めるための第 3セククーの街づくり会社も1992年度半ばには設立予
定である30)。
29)『日本経済新聞」 1992年1月28日付。中小小売商は再改正大店法成立により，大規
模小売商の攻勢が一段と強まるとして警戒感を強めている反面，商業集積法につい
ては期待と不安を抱いている。「税制上の優遇措置をさらに手厚くして， この法律
によって商店街を活性化させてほしい」と山本勝ー全国商店街振興組合連合会理事
長は期待感を表明する。しかし，地価の高い旧市街地の再開発は難しいので，実際
には地元商店街が主導し，大型小売業を誘致した郊外ショッヒ°ングセンターが増え
ると予想され，結局は地元商店街よりも経営ノウハウに優れた大手小売業が中心に
なるのではないかとみる関係者が多い。田中利夫日本専門店会連盟専務理事は「大
手の都合の良いように法律が使われ，地元商店街は利用されるだけになるのではな
いか」と不安をあらわにする（同上紙， 1991年5月9日付）。
30)同上紙， 1992年2月25日付。
大店法再改正とその影響（加藤） (769)105 
(4) その他の影響
大店法再改正によるいっそうの流通規制緩和によって，大型店の出店が容
易になるから，卸売段階をとおさないいわゆる問屋中抜き傾向が強まり，と
りわけ中小卸売商の排除が進展することも予想される31)0 
また，大店法再改正による格段の流通規制緩和によって，大型店はいっせ
いに営業時間延長に動き出し，商業労働者はいっそうの長時間労働や変則勤
務を強要されることにもなろう。したがって，大店法再改正は国際的な時短
の流れに逆行するものでもあるといわねばならない。
IV むすび
以上において，大店法の再改正の経緯や特徴的な再改正点，再改正大店法
の影響等について述べたが，最後に現下において提案されている街づくり法
等について言及し，むすびとする。
大型店の新規出店あるいは増床にさいして店舗面積，開店日，閉店時刻，
休業日数について規制する場合，現行の大店法のようにただたんに単位店舗
に注目するというだけでは十分とはいえず，出店地域の都市計画あるいは街
づくりとの関連を考慮するといった観点（日本の場合，国土利用計画法や都
市計画法による規制はきわめて不十分）も必要であるのはたしかだが， しか
し今後大店法を擁護することがいっそう困難になる状況が予想されるからと
いって，現下において大店法にかえてアメリカ流ないしドイツ，イギリス流
の街づくり法32) (商業地のゾーニングを法制化するもの）を提唱するという
31)同上紙， 1990年7月23日付，佐藤裕，前掲書， 32ペー ジ。
32) 「日本経済新聞J1990年5月7日付， 日専連街づくり法研究会，前掲論文，樋口
兼次「街づくり法はなぜ必要か」。なお， この街づくり法は， 大型店出店問題を大
店法では解決できなくなったという状況認識にたって，欧米のゾーニングにヒント
をえて， 「複合的な都市問題を解決しつつ市民の定住条件を高める政策を確立し，
そのなかの 1つの具体的な課題として大型店の出店をいかに政策的に措置するか，
という見地」（日専連街づくり法研究会，同上論文， 11ページ）から考案されたも
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考えには，にわかに同意できない。また，大店法が再改正され，さらに 2年
後に見直され，部分的に廃止される可能性があるので，このさい大店法をな
くしてしまい，地方自治体独自の規制だけにしてはどうかといった考え方33)
も提示されている。しかし，現時点では大店法が存在しているわけだから，
現行の大店法を許可制にするよう改正強化（もちろん，これに連動して，地
方自治体の独自規定を地域の実情にいっそうそうように拡充することも必要
である）の努力をし，そのさい交通渋滞問題，ゴミ問題，非行問題等の地域の
環境や教育の問題にも気配りした総合的な都市計画あるいは街づくくりの観
点（中心地の形成と都市の景銀を重視し，出店を認める地域と認めない地域
を明確にする商業調整のやり方）34)ももりこむようにすべきではなかろうか。
のである。そして，この法の目的は「住宅，公共施設，工場，商業施設などすべて
の都市機能について総合的かつ計画的な配置と合理的な土地•空間の利用を図るこ
とによって，住やすい住環境および定住条件を向上させるとともに，活性的で適度
に競争的な商工業，サービス業が地理的に合理性をもって適正に配置する等，都市
形成の手法を制度化すること」（樋口兼次， 同上論文， 13ページ）にあるとされて
いる。
33)同上紙， 1990年7月1日付。
34)同上紙， 1990年5月23日付。
